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クリプトスポリジウム症（Cryptosporidiosis） 

 

１ クリプトスポリジウム症とは 

 

クリプトスポリジウム症は、クリプトスポリジウム属原虫（Cryptosporidium spp.）のオーシスト

（接合子のう又はのう胞体）※1 を経口摂取することによりかかる感染症です 1）。 

 

（１） 原因微生物の概要 

 

クリプトスポリジウム属原虫は、ヒトや動物（宿主）の消化管内に寄生する数μm※2 大の単細

胞の寄生虫（原虫）です。クリプトスポリジウム属は C. hominis など 13 の種に分類されており 2）、

ヒトをはじめほ乳類、は虫類など様々な動物に寄生することが知られています。ヒトでは、ヒトを

固有宿主とする C. hominis 及びウシなどの反すう動物に寄生する C. parvum が主要な寄生種

とされています 3）が、ヒトの感染事例のほとんどが C. parvum によるものです 4）。また、まれに

通常はネコやトリに寄生するC. felis やC. meleagridisもヒトに寄生することが知られています2 ）。 

この原虫は宿主の消化管内で、無性生殖（オーシスト内から遊出した虫体（スポロゾイト）が

腸管上皮内で分裂増殖する）を繰り返して増殖し、有性生殖に移行してオーシストを形成しま

す。オーシストは糞便とともに排出され、ヒトや動物はオーシストによって汚染された飲食物を

加熱せずに摂取することにより感染します 3)。 

ボランティアを用いた感染実験から、ID50（50％感染量）がオーシスト132個と算出された報告

やオーシスト 9～12 個程度とされた報告も認められており、少量で感染すると考えられていま

す 2)。 

 

（２） 原因（媒介）食品 

 

食品媒介性のクリプトスポリジウム症については、諸外国において殺菌不十分な牛乳、未

殺菌のアップルサイダー、野菜又は果物などに起因した集団発生が報告されています 5)。日本

では食品を媒介とした集団発生はほとんど認められないものの、2007 年に、飲食店における

生肉の喫食が原因と疑われた C. parvum による集団感染事例が報告されています 6)。なお、諸

                                                 
※1 原虫の生活環の一つ。二つの異なる性別の虫体が有性生殖することにより形成される。直径 4～6μm の球状に

近い楕円形。 
※2 マイクロメーター：百万分の 1m（1μm＝1/1,000mm＝1/1,000,000m） 
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外国での食品汚染状況調査では、コスタリカでコリアンダー、レタス、ラディッシュなどの野菜か

ら、スペインで二枚貝から検出された報告などがあります 7)。 

 

（３） 食中毒（感染症）の症状 

 

クリプトスポリジウム症の臨床症状は、水様性下痢を主症状とする胃腸炎で、半数以上のヒ

トで腹痛、嘔吐及び発熱を伴います 3)。健康なヒトでは水分や栄養分の補給、安静などの対症

療法で数日～2 週間程度で自然治癒しますが、AIDS など免疫不全状態のヒトではクリプトスポ

リジウムが持続感染し、下痢症状が続く事から衰弱死する例も報告されています 1), 3)。 

 

（４） 予防方法 

 

オーシストは短時間の煮沸で容易に死滅し、71.1℃ 15 秒で 99.9％が不活化されますが、通

常の浄水処理で行われている塩素消毒（給水栓における水の遊離残留塩素 0.1mg/l 以上※3）

では死滅しません 8)。 

そこで、我が国の水道では、水道法において、クリプトスポリジウム等の耐塩素性病原生物

の混入防止対策として、原水中にこれらの生物が混入するおそれがある場合はろ過又は紫外

線処理による不活化※4 の処理を行うことが定められています 9)。 

 

２ リスクに関する科学的知見 

 

（１） 疫学 

 

クリプトスポリジウム症は 1976 年の初報告 10)以来、世界各地から散発的に報告がなされて

います11)。米国では、1993年にミルウォーキーにおいて、クリプトスポリジウム属原虫に汚染さ

れた水道水の摂取により患者数約 40 万人の集団感染が発生しています 12)。欧州（特に英国）

では、汚染された飲料水に起因する集団感染が 1990 年頃以降十数件報告されています11)。 

日本では、1996 年に埼玉県で汚染水道水の摂取に起因する大規模な感染事例（町民の

70％以上、推定 9000 人程度）が発生しています13)。このことから、日本では米国同様異物混入

                                                 
※3 水道法施行規則（昭和 32 年厚生省令第 45 号）第 17 条に基づきとられる衛生上必要な措置。 
※4 低圧紫外線ランプから発せられる紫外線 10mJ/cm2(照射強度×照射時間)を水に照射することで、99.9％のクリ

プトスポリジウムを不活化できる。 
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の指標となる濁度を低く抑えること及び水道の原水中にオーシストが検出された場合、給水禁

止の措置が取られることなど、従前より厳しい水道水の水質基準が適用されることとなり、

1997 年～2008 年までの間、水道水による感染症患者は発生していないと報告されています9 )。 

その他の事例として、国内では動物との接触による集団感染やプールでの集団感染も報告

されています。クリプトスポリジウム症に罹患したヒトでは、下痢症状が治まっても２週間程度

は便中にオーシストを排泄することがありますので、しばらくはプール等の利用を控える必要

があります 14)。 

 

（２） 我が国における食品の汚染実態 

 

食品中のクリプトスポリジウム属原虫の汚染実態に関する国内での報告は認められませ

ん。 

 

３ 我が国及び諸外国における最新の状況等 

 

（１） 我が国の状況 

 

クリプトスポリジウム症は、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」

に基づく五類感染症になっており、診断した医師は７日以内に最寄りの保健所長を経由して都

道府県知事に届け出ることになっています。2005～2009 年の報告数は以下のとおりです 7)。  

 

年 2005 2006 2007 2008 2009 

患者数（人） 12 18 6 10 17 

 

（２） 諸外国の状況 

  

① 米国では、州政府に報告されたクリプトスポリジウム症患者の症例を米国の全国届出

疾患サーベイランスシステム（NNDSS：National Notifiable Diseases Surveillance System）

でとりまとめており、その報告数は以下のとおりです 15)。 

 

年 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 

患者数（人） 3,506 3,577 5,659 6,071 11,170 9,113 7,654 
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  ② ＥＵでは、加盟国から報告されたクリプトスポリジウム症の症例を欧州疾病予防管理セ 

ンター(ＥＣＤＣ：European Centre for Disease Prevention and Control)で取りまとめており、

その報告数は以下のとおりです 16)。 

 

年 2003 2004 2005 2006 2007 2008 

患者数（人） - - 7,960 6,801 6,253 7,032 

-：データ無し 

EU 加盟国数：25 か国（2004～2006 年）、27 か国（2007 年～） 
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掲載している各機関の都合により、URL が変更される場合がありますのでご注意下さい。 

 

注２）この食品媒介疾病に関する他の情報については、平成 21 年度食品安全確保総合調査

「食品により媒介される感染症等に関する文献調査」報告書（社団法人畜産技術協会作

成）もご参照ください。  http://www.fsc.go.jp/fsciis/survey/show/cho20100110001 


